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都道府県医師会長 殿

時下ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

さて、情報通信機器を用いた診療(いわゆる「遠隔診療」)につきましては、同

名の厚生労働省の事務連絡を平成2 7年8月28日付(地 1162)にて貴会宛にお

送りした通り、平成9年12月24日付厚生労働省通知により示された取り扱い

の明確化がなされているところであります。

今般、標記の通知が同省医政局長より各都道府県知事宛に発出されるとともに、

本会に対しても了知方依頼がありました。本通知は、遠隔診療の取扱について再

度周知、明確化し、関係者に周知を依頼するものであります。

特に、通知中の 3 において、禁煙外来のうち、保険者が実施する場合のみ、定

期的な健康診断・健康診査が行われていることを確認し、患者側の要請に基づき、

患者側の利益と不利益を十分に勘案した上で、医師の判断により、直接の対面診

療の必要性については柔軟に取り扱っても直ちに医師法第20条等に抵触するも

のではないこととされております。

また、遠隔診療は対面診療との組み合わせが必要とされていますが、患者側の

理由により診療が中断し、結果として診療が遠隔診療のみとなった場合には、直

ちに医師法第20条等に抵触するものではないこととされております。

4 においては、テレビ電話や、電子メーノレ、ソーシャノレネットワーキングサー

ビス等の情報通信機器を組み合わせた遠隔診療については、遠隔診療はあくまで

対面診療を補完するものであるとの基本的考え方の原則のもとで、当事者が医師

及び患者本人であることが確認できる限り、直接の対面診療に代替し得る程度の

患者の心身の状況に関する有用な情報が得られる場合には、直ちに医師法第20

条等に抵触するものではないこととされております。

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに、

貴会管下郡市区医師会等や関係医療機関への周知方につきご高配を賜りますよう

お願い申し上げます。

情報通信機器を用いた診療(いわゆる「遠隔診療」)について

日医発第 393 号(地 1102)

平成29年7月21日

日本医師会長

横倉 義武



公益社団法人
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日本医師会長殿

情報通信機器を用いた診療(いわゆる「遠隔診療」)について

標記について、別添のとおり各都道府県知事宛て通知しましたので、その内

容について御了知いただきますようぉ願いいたします。

医政発0 7 14第5号

平成29年7月14日
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各都道府県知事殿

⑤

情報通信機器を用いた診療(いわゆる「遠隔診療」)について

遠隔診療については、・「情報通信機器を用いた診療(いわゆる「遠隔診療」

)について」(平成9年12月24日付け健政発第1075号厚生省健康政策

局長通知。以下「平成9年遠隔診療通知」という。)において、その基本的考

え方や医師法(昭和23年法律第201号)第20条等との関係から留意すべ

き事項を示しているところである。

今般、情報通信機器の開発・普及の状況を踏まえ、平成9年遠隔診療通知に

おける遠隔診療の取扱いについて、下記のとおり再度周知、明確化することと

したので、御了知の上、関係者に周知方をお願いする。

医政発0714第4号

平成2 9年7月14日

厘亟ヨ

厚生労働省医政局長

(公印省略)

1.平成9年遠隔診療通知の「2 留意事項(3)ア」において、「直接の対

面診療を行うことが困難である場合」として、噛隹島、へき地の患者」を挙

げているが、平成9年遠隔診療通知に示しているとおり、これらは例示であ

ること。

2.平成9年遠隔診療通知の「2 留意事項(3)イ」及び「別表」におい

て、「病状が安定している患者に対し、患者の病状急変時等の連絡・対応体

制を確保した上で実施することによって患者の療養環境の向上が認められる

記



遠隔診療 q列えば別表に掲げるもの)を実施する場合」として、在宅酸素療

法を行っている患者を対象とする遠隔診療等を挙げているが、平成9年遠隔

診療通知に示しているとおり、これらは例示であること。

3.平成9年遠隔診療通知の「1 基本的考え方」において、診療は、医師又

は歯科医師と患者が直接対面して行われることが基本であるとしている

が、平成9年遠隔診療通知の「2 留意事項(3)ア又はイ」に示している

とおり、「2 留意事項(1)及び(2)」にかかわらず、患者側の要請に基

づき、患者側の利点を十分に勘案した上で、直接の対面診療と適切に組み合

わせて行われるときは、遠隔診療によっても差し支えないことと、されてお

り、直接の対面診療を行った上で、遠隔診療を行わなければならないもので

はないこと。

また、保険者が実施する禁煙外来については、定期的な健康診断・健康診

査が行われていることを確認し>患者側の要請に基づき、患者側の利益と不

利益を十分に勘案した上で、医師の判断により、直接の対面診療の必要性に

ついては柔軟に取り扱っても直ちに医師法第20条等に抵触するものではな

いこと。なお>患者イ則の理由により診療が中断し、結果として遠隔診療のみ

で診療が実施された場合には、直接の対面診療が行われなくとも直ちに医師

法第20条等に抵触するものではないこと。

4.平成9年遠隔診療通知の「1 基本的考え方」において、直接の対面診療

に代替し得る程度の患者の心身の状況に関する有用な情報が得られる場合に

は、遠隔診療を行うことは直ちに医師法第20条等に抵触するものではない

と示しているとおり、当事者が医師及び患者本人であることが確認できる限

り、テレビ電話や、電子メーノレ、ソーシャノレネットワーキングサービス等の

情報通信機器を組み合わせた遠隔診療についても、直接の対面診療に代替し

得る程度の患者の心身の状況に関する有用な情報が得られる場合には、直ち

に医師法第20条等に抵触するものではないこと。



<改正後全文>

各都道府県知事殿

情籔通信.機器を用いた診療(いわゆる「遠隔診療」)について

近年、情報通信機器の開発・普及に伴い、情報通信機器を応用し診療の支援

に用いる、いわゆる遠隔診療(以下、単に「遠縞診療」という。)の可能性が

高まりつつある。

これまでも遠隅診療は、医師又は歯科医師が患者の病理画像等を専門医のも

とに伝送し、診療上の支援を受けるといった、医療機関と医師又は歯科医師相

互間のものを中心・に、・既に一郁で実用化されているところである。

これとともに、今後は、主治の医師又は歯科医師による直接の対面診療を受

けることが困難な状況にある離島、へき地等における患者の居宅等との間で、

テレビ画像等を通して診療を行う形態での遠隔診療が実用化されることが予想

されるなど、遠隅診療の態様はますます多岐にわたるものと考えられる。

遠隔診療のうち、医療機関と医師又は歯科医師相互間で行われる遠隔診療に

つぃては、医師又は歯科医師が患者と対面して診療を行うものであり、医師法

第20条及ぴ歯科医師法第20条(以、下「医師法第20条等」という。)との

関係の問題は生じないが、'患者の居宅等との間で行われる遠編診療にっいては、
医師法第20条等との関係が問題となる。

そこで、今・般、遠隔診療についての基本的考え方を示すとともに、患者の居

宅等との間の遠踊診療を行うに際して、医師法第20条等との関係から留意す

ぺき事項を下記のとおり示すこととしたので、御了知の上、関係者に周知方を

お願いする。

なお、過日、厚生科学研究費による遠隔医療に関する研究の級借が取りまと

められ、公表されたところであるので、参考までに送付する。

一部改正

一部改正

健政発第 10乃号

平成9年12月24日

平成朽年3月31日

平成 23年3月31日

厚生省健康政策局長
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ず

1 基本的考え方

診療は、医師又は歯科医師と患者が直接対面して行われることが基本であり、

遠嗣診療は、あくまで直接の対面診療を補完ずるものとして行うべきもので.あ

るd

医師法第20条等における「診察」とは、間診、.視診、触診、聴診その他手

段の如何を問わないが、現代医学から見て、疾病に対して一応の診断を下し得

る程度のもの.をいう。したがって、直接の対面診療による場合と同等ではない

にしてもこれに代替し得る程度の患者の心身の状況に関する有用な情穀が得ら

れる場合には、遠編診療を行うことは直ちに医師法第20条等に抵触するもの

ではない。

なお、遠扇診療の適正な実施を期するためには、当面、左記「2」に掲げる

事項に留意する必要がある。

記

2 留意事項

(1)初診及ぴ急性期の疾患に対しては、原則として喧接の対面診療によるこ

と。

(2)直接の対面診療を行うことができる場合や他の医療機関と連携すること

により直接の対面診療を行うことができる場合には、ごれによること。

(3)(1)及び(2)にかかわらず、次に掲げる場合において、患者側の要

請に基づき、患者側の利点を十分に勘案した上で、直接の対面診療と適切

に組み合わせて行われるときは、速隔診療によっても差し支えないこと。

ア直接の対面診療を行うことが困難である場合(例えぱ、籬島、へき地

の患者の場合など往診又は来診に相当な長時間を要したり、危険を伴う

などの困難があり、'遠隔診療によらなけれぱ当面必要な診療を行うこと

が困難な者に対して行う場合)

イ直近まで相当期闇にわたって診療'を継続してきた慢性期疾患の患者な

ど病状が安定している患者に対し、患者の病状急変時等の連絡・対応体

制を確保した上で実施することによって患者の療養環境の向上が認めれ

る遠傷診療(例えぱ別表に掲げるもの)を実施する場合

(4)遠礪診療の開始に当たっては、患者及ぴその家族・等に対して、十分な説

明を行い、理解を得た上で行うこと。特に、情線通信機器の使用方法、特

性等については丁寧な脱明を行うこと。

(5)患者のテレビ画像を伝送する場合等においては、患者側のプライバシー

保護には慎重な配慮を行うこと。特に、患者の映像の撮影、情報の保管方

法については、患者偲の意向を十分に桝酌すること。

(6)情穀通信機器が故障した場合における対処方法に・ついて、あらかじめ患
者側及ぴ近隣の医師又は歯科医師と綿密に・打ち合わ・せ、取り決めを交わし



.

ておくこと。

(フ)診療録の記載等に関する医師法第24条及び歯科医師法第23条の規定
の適用についても、直接の対面診療の場合と同様であること。

(8)遠縞診療においても、直接の対面診療と同様、診療.の実施の責任は当然
に診療を.実施した医師又は歯科医師が負うものであること。

(9)遠縞診療を行うに当たり'、医師又は歯科医師が患者又はその家族等に対
して相応の指示や注意を行っているにもかかわらず、これらの者がその指
示や注意に従わないため患者に被害が生じた場合には、その責任はこれら
の者が負うべきものであることについて、事前に十分な説明を行うこと。

別.表

遠隔診療の対象
在宅酸素療法を行っている
患者

在宅難病患者

在宅糖尿病患者

在宅鴫息患者

内容
在宅,酸素療法を行っている患者に対して、'テレビ
電話等情級通信機器を通して、心電図、血圧、脈
拍、呼吸数等の観察を行い、・在宅酸素療法に関す
る継続的助言・'指導を行うこと。

在宅高血圧患者

在宅アトピー性皮膚炎患者

在宅難病患者に対して、テレビ電話等情報通信機
器を通して、心電図、血圧、脈拍、呼吸数等の観
察を行い、難病の療養上必要な継続的助言.指導
を行う.こと。、

祷のある在宅療養患者

在宅糖尿病患者に対して、テレビ電話等情穀通信
機器を通・して、血糖値等の観察を行い、糖尿病の
療養上必要な継続的助言・指導"を行うこど。

在宅脳血管障客療養患者

在宅瑞息患者に対して、テレビ電話等情級通.信機
器を通して、呼吸機能等の観察を行い、瑞息の療
養上必要な継・続的助言・指導を行うこと。
在宅高血圧患者に対して、テレビ電話等情報通信
機器を通して、血圧、脈拍等の観察を行い、高血
圧の療養上必'婁な継轆的助言・指導を行うこと。

在宅がん患者

在宅アトピー性皮.膚炎患者に対して、テレビ電話
等情報通信機器を通して、'アトビー性皮膚炎等の
観察を行い、アトピー性皮膚炎の療養上必要な継
続的助言'・指導を行うこと。
養患者に対して、テレビ電話等情報通信機

器を通して、裾癒等の観察を行い、裾癒の療養上
必要な継続的助言・指導を行うこと。
在宅脳血管障害療養患者に対して、テレビ電話等
情穀通信機器・を通して、運動機能、血圧、脈拍等
の観察を行い、脳血管障害の療養上必要な継続的
助言.・指導を行うこと6
在宅がん患者に対して、テレビ電話等毅通信機
器を通して、血圧、脈拍、呼吸数等.の観察を行い、
がんの療養上必要、継縛的助言・指導を.行うこと;




